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短期大学におけるキャリア教育改善の効果検証
― A短期大学を事例にした予備的研究―

髙　橋　修一郎＊

［要旨］短期大学の社会的な存立が問われている。短大は、ピークの 1996 年 598 校から 2016

年には 343 校と激減している。志願者の減少は経営の悪化に直結する。短大の生き残り戦略

として、就職力の向上は必要不可欠である。本研究では、短大の就職力向上を図るために、

A 短期大学を事例に入学時から就職活動最盛期となる 2 年生前期まで連続的なキャリア教育

を新規に配置し、その効果を社会人基礎力、キャリア発達を尺度として検討した。さらに、

内定進捗率の定点観測により効果を検証した。その結果、キャリア科目の改善による連続的

キャリア教育は、社会人基礎力、キャリア発達の成長を促すことが示唆され、内定獲得進捗

の早期化に有効であることが明らかとなった。

1．はじめに

1-1. 本研究の背景
本研究を開始した2015年、社会景気の好転、少子高齢化等の影響により就職環境は、買い手

市場から売り手市場へ好転した。この外部環境の変化に伴い、新卒大学、短大生の内定状況は、

表1の通り卒業時には、就職希望者がほぼ内定を獲得する数値を蓄積している。また、我が国に

おいて一般的に内定式を開催する10月1日時点の定点観測でも、大学生は6割代から7割代へ

と改善し、短大生も3割代から4割代へと約10％アップし、内定進捗率においても改善傾向に

あった。
表1　内定率大学・短大・A短大変遷表（筆者作成）　　　
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表 1 内定率大学・短大・A 短大変遷表（筆者作成）   

出典 文部科学省大学等卒業予定者の就職内定状況調査及び筆者調査

図 1 大学等卒業予定者の就職内定状況調査 出典 文部科学省を基に筆者追記

2016年卒 2017年卒 2018年卒 2019年卒

全国大学平均10月1日 67% 71% 75% 77%

全国短大平均10月1日 33% 42% 39% 43%

A短期大学平均10月1日 53% 事前研究 事前研究 研究対象

全国大学平均4月1日 97% 98% 98% 98%

全国短大平均4月1日 97% 97% 99% 99%

A短期大学平均4月1日 96% 事前研究 事前研究 研究対象

出典　文部科学省大学等卒業予定者の就職内定状況調査及び筆者調査
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しかしながら、就職率の改善は一路順風に推移してきたわけではない。直近の過去を概観す

ると、いわゆるリーマンショック（2008年）を起点とした、新就職氷河期の真っ只中である

2011年卒の内定進捗率は、10月1日では大卒57.6％、短大22.5％（図1）、そして、最終内定率

は、大卒91.0％、短大84.1％と低迷していた。内閣府「国民生活白書」（2012）によると、未就職

者数も2008年3.1万人から2011年には6.7万人と倍増し（図2）、若年無業者やフリーターが当

該年齢階級（15~34歳）に占める割合も増加している。就業を希望しているが若年無業者が求職

活動をしない理由として、20 ～ 24歳では「知識・能力に自信がない」と消極的理由が多い。ま

た、就業を希望しない理由は、同年齢で「病気・けがのため」のやむを得ぬ理由に次いで、対照

的な「特に理由はない」との回答が多かった。

若年層の就職難の情況を踏まえ、2011年から文部科学省は大学設置基準を改正し大学、短大

へ教育課程に職業指導（キャリアガイダンス）を盛り込むことを義務化した。これを機に高等

教育機関にキャリア教育が浸透し始める。キャリア教育とは、「一人一人の社会的・職業的自立

に向け，必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育」と文

科省は定義づけしている。各短期大学において、「キャリアデザイン」、「キャリアプラン」を筆

頭に、「ビジネスマナー」、「インターンシップ」、「コミュニケーション」、「ホスピタリティ」、

「SPI」等の名称でキャリア科目が広く配置された。
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図 2 未就職卒業者数 出典 「雇用政策研究会」（厚生労働省）

 11--22.. 問問題題意意識識  

図 3 短期大学数、４年制大学数、短期大学入学定員、短期大学学生数の推移

出典 文部科学省（2017）「短期大学の現状に関する参考資料」

 

図2　未就職卒業者数　出典 「雇用政策研究会」（厚生労働省）

1-2. 問題意識　　
近年、2011年を起点に、大学短大においてキャリア教育が浸透してきた。その成果からか、

社会景気の好転もあり就職内定率でみると最終的には、100％近辺に復活する。しかし、短大の

内定獲得時期は大学と比較して遅い。例えば、2016年卒を例にとると大短とも最終的（4月1

日）には97％ではあるが、企業の内定式となる10月1日にベンチマークを置くと大学67％、短

大33％と2倍の格差がある（表1）。その要因として、短大の設置分野が文部科学省（2017）によ

ると、保健と教育が47.3％（大学19.6％）を占め、その主たる就職希望先と考えられる医療、幼

児教育関連は秋採用が多いことが挙げられる。また、企業、団体等の応募条件に「大学卒業以

上」あるいは、応募条件に学歴が明記されていなくとも、大手企業の総合職などはいまだに学

歴を重視した採用をする傾向があることが考えられる。しかしながら、短大苦境時代において、

志願者増を計るには、教育結果としての一指標となる進路結果を向上させることが急務であ

る。近年、新卒採用を取り巻く環境は変化しつつある。一般社団法人経済団体連合会は、就職協

定を2021年卒より廃止すると2018年に発表した。この変化は、短大にとって、通年採用、ジョ

ブ採用、インターンシップの内定直結等、採用方法の多様な変化や早期化対策が必要となり、

ピンチともチャンスともなり得るのではないだろうか。特に短大は、短大自体の社会的な存立

が問われている。2001年に学習院女子短大、2007年には明治短大、成城女子短大、そして、2020

年立教女学院、青山学院女子短大が閉学に至っている。18歳人口の減少と相まって、女子の4

年制大学への志向が高まり、短大は、ピークの1996年598校から2016年には343校と激減して

いる（図3）。志願者の減少は経営の悪化に直結する。短大の生き残り戦略として、就職力の向

上は必要不可欠である。この状況は、短大自体の社会的な存立が問われている。短大の生き残

り戦略として、就職力の向上は必要不可欠である。それでは、大学の内定獲得進捗率に追いつ
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き追い越すには、キャリア教育の視座から、どのような改善が有効であろうか。本研究の問題

意識として、大学と比較して内定獲得時期の遅緩の改善について検討する。

図 2 未就職卒業者数 出典 「雇用政策研究会」（厚生労働省）

 11--22.. 問問題題意意識識  

図 3 短期大学数、４年制大学数、短期大学入学定員、短期大学学生数の推移

出典 文部科学省（2017）「短期大学の現状に関する参考資料」

 

図3　短期大学数、４年制大学数、短期大学入学定員、短期大学学生数の推移
出典　文部科学省（2017）「短期大学の現状に関する参考資料」

1-3. 研究の目的　　
本研究の目的は、短大のキャリア教育を中心とした学修経験が、学生の就職活動における内

定獲得進捗状況に及ぼす影響を明らかにし、キャリア教育の学年配置に着目し改善を図ること

である。この改善を通じて学生の就職活動への不安を取り除き、余裕を持って自分らしい

ファーストキャリアを自他ともに決定し、短大選択の満足度を高めることを目的とする。吉本

（2007）は、短大卒業生を対象とした、短大教育の評価に関する調査を実施した。その結果、総

合評価において、「人格の発達」に次いで「満足のいく仕事を見つける」項目が高いと報告して

いる。短大生にとって、就職結果は短大選択の満足度を高めるうえで重要な指標ではないだろ

うか。

本目的を達成するために、予備的研究として、キャリア教育の改善、すなわち、連続的キャリ

ア教育の配置を新設し、短大生の内定獲得時期の早期化の実現を達成することを本研究での目

的とした。学生の内定獲得の早期化には、当然ながら早めの周到な事前準備が必要である。内
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定獲得早期化のメリットとして、①余裕を持った準備ができる、②企業へ意識の高さをアピー

ルできる、③就職活動による経験価値が高まる、④早期内定獲得による精神的余裕が生まれる、

⑤内定獲得後の進路変更の変化に柔軟に対応できる、⑥学習意欲増進等が挙げられる。反対に

デメリットは考えにくい。

２．短期大学キャリア教育の現状

2-1. 関東地区短期大学キャリア教育の現状　　
2016年4月現在、関東に所在する短期大学ビジネス系学科（キャリア系、コミュニケーション

系を含む）を設置する短期大学22大学を抽出し、キャリア教育の配当学年及び設置時期につい

て着目しカリキュラム調査を行った。その傾向を分析すると1年次にキャリア教育の配置は、

すべての短大で行われていた。しかしながら、就職活動本番である2年次前期に必修として

キャリア科目が配置している短大はわずか4校であった。さらに、就業力を育成するために有

効なインターンシップを必修科目としている条件を追加すると、4校のうちわずか1校のみで

あった。この1校もインターンシップを必修としているものの、インターンシップの単位条件

としての日数は3日以上であった。2017年文部科学省のインターンシップの推進等に関する調

査研究協力者会議において、正規の教育課程としてのインターンシップに必要な要素として、

原則として実習期間が5日間以上のプログラムであることと明記している。よって、厳密には

文部科学省が設定するインターンシップの条件は満たしていない。

それでは、2年次にキャリア科目を配置する効果はどうであろうか。2016年7月、キャリア科

目を2年次前後期に配置している、北関東に所在するB短大就職担当者にヒアリングしたとこ

ろ、7月時点での内定率は7割と大学平均を凌ぐ数値であった。また、同様にキャリア科目2年

次継続配当している南関東のC短大でも2016年卒以降就職率98％以上、2017年卒以降実就職

率95％以上と就職率の高さを誇っている。この事例からキャリア科目の配置を就職活動本番期

である2年次まで継続することにより、内定率の早期化、実就職率の向上に有効である可能性

が示唆される。

2-2. A 短期大学キャリア教育の現状
本研究の研究対象の事例として取り上げるA短期大学（以下、A短大と表記）についての概

要を紹介する。A短大は、北関東の中核都市に位置し、ビジネスを学科名称に配し、社会学系2、

学際部系1、医療保健系1の5コースを設置している。2016年現在、キャリア科目の配置は図4

の通り断続的となっていた。他短大同様、1年次にキャリア科目は必修として配当されている

ものの、2年次には設置されていない。また、インターンシップは、1年修了となる春に配当さ

れているが選択科目となっている。当学の10月1日時点の2016年卒の内定率は、53％（表1）

である。短期大学の全国平均からは優位となっている。しかしながら、短期大学設置学科の特
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性として、秋採用が主流の幼児保育、医療系を併設する短大が多いことから就職内定時期は必

然と遅くなり、A短大も医療系が1コースあるものの学科名のタイトルをビジネスとしている

ため、比較対象として不十分である。そのため、就職の優位性を具現化できる短期大学となる

ため4年制大学と比較すると67％であり、現状及ばない状況である。研究対象としたA短大で

は、約半数の学生が内定式前未内定と改善の余地を残している。22--22.. AA 短短期期大大学学キキャャリリアア教教育育のの現現状状 

図 4 キャリア科目設置対象（筆者作成）

33--22.. 本本研研究究ののフフレレーームムワワーークク 

図 5 経験学習モデル：デービッド・コルブをもとに筆者作成

                      
図 6 就職活動前の気持ちアンケート集計 図 7 就職活動前心配不安項目アンケート集計    

１年前期 夏季集中 １年後期 春季集中 ２年前期

2016年卒 社会人基礎力 ｷｬﾘｱｶﾞｲﾀﾞﾝｽ ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

断続的 × ×

2019年卒 社会人基礎力 ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅠ ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅡ

連続的

図4　キャリア科目設置対象（筆者作成）

3．仮説の設定と先行研究のレビュー　

3-1. 先行研究のレビュー　
キャリア教育の先行研究において、インターンシップによる就業体験、PBL型課題解決等の

社会経験が社会人基礎力の成長に及ぼす影響が多く検討されている。大重（2006）は、キャリア

教育の実践を通して働く喜びや、自己実現を自律的に果たせる「人間力」を発揮するためには、

将来への展望が見通せる力が必要であり、2011年キャリアガイダンスの義務化前にキャリア教

育の「教育」の部分が重要になってくると指摘している。

森山ら（2018）は、インターンシップと就職活動との関連において、インターンシップ参加者

と不参加者の、進路決定に関する相関関係を以下の通りまとめている。内定時期では、2 年生

の 7 月上旬時点における参加・不参加別の内定率を比較すると、2015年次生は、外国語学部平

均34.6％に対し、インターンシップ参加者は 46.9％となった。2016 年次生は、全体内定率 

46.8％、インターンシップ参加者 69.5％となった。いずれも学年全体の内定率を12 ～ 23％上

回っている。その中には一部ではあるが、インターンシップ先への内定もある。このように学

生にとって、インターンシップへの参加が就職に対する会社情報の収集や興味の喚起ととも

に、働くことの必要性や意欲が生まれるだけでなく、インターンシッ プに参加することで増幅

した社会性などが就職活動において大きな力になり、早期内定獲得につながっていると報告し

ている。また、岡本ら（2019）は、インターンシップの事前指導および実習が社会人基礎力の自

己評価向上に有意に影響を与えること、社会人基礎力の3つの能力は概ね対応する能力要素に

強く影響を及ぼしていること、就労意識の改善に効果があったこと、特にネガティブな印象の

改善に効果があったことを報告している。さらに、北村ら（2021）は、短期インターンシップに

対して短い就労期間であっても「職業適性理解」「仕事イメージ向上」「学習意欲向上」といった
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ポジティブな効果が実感されているとし、短期インターンシップへの参加には「職業明確性」

「就職関心性」などのキャリア成熟の低下を抑止する効果があること、短期インターンシップへ

の満足が「職業生活積極性」の発達に正の影響を与えることが示唆されたとしている。

本研究で 事例として取り上げるA短大では、高橋（2014）が、A短大の学生184名を対象とし

て、キャリア教育が学生の就職に与える影響を検討している。その結果、①傾聴力が高いこと、

②自分の将来の明確なキャリアビジョンを持つこと、③正課活動であるインターンシップに加

え、正課外活動であるアルバイトやボランティアも含めて幅広い経験を積むことが、内定獲得

の確率を高めると結論付けている。しかしながら、内定を獲得する学生の特徴に言及している

ものの、実践的なキャリア教育の改善の提案には至っていない。

以上、先行研究を概観してきたが、インターンシップ経験が社会人基礎力への好影響を示唆

されるものの、その成果としての内定結果を示す研究は不十分である。また、キャリア教育の

カリキュラム配置についての言及は見られない。本研究では、就職活動の成果に及ぼす経験と

して、インターンシップを含むキャリア教育を取り上げ、未開発である連続的なキャリア教育

の学修経験が、社会人基礎力とキャリア意識の成長に及ぼす影響を検証する。さらに、本研究

の目的とする就職結果としての内定進捗率の早期化についても検討する。

3-2. 本研究のフレームワーク　
本研究のキャリア教育を造成、実践するにあたりデービッド・コルブの経験学修モデルを援

用した。経験と学習の関係を示したコルブは、経験学習を「経験から内省のプロセスを通じて、

経験そのものを変換し、応用可能な知識やルーティンを作り出すプロセス」と定義している。

インターンシップを含むキャリア教育の「経験学習」は具体的な授業や就業経験をもとにその

行動を振り返るだけではなく、次の経験に活かせるように、何故そうなったのか、どうすれば

上手くいくのかを内省する。経験学習では、まず授業や実習経験を基に自分自身の気づきを促

図5　経験学習モデル：デービッド・コルブをもとに筆者作成

22--22.. AA 短短期期大大学学キキャャリリアア教教育育のの現現状状 

図 4 キャリア科目設置対象（筆者作成）

33--22.. 本本研研究究ののフフレレーームムワワーークク 

図 5 経験学習モデル：デービッド・コルブをもとに筆者作成

                      
図 6 就職活動前の気持ちアンケート集計 図 7 就職活動前心配不安項目アンケート集計    

１年前期 夏季集中 １年後期 春季集中 ２年前期

2016年卒 社会人基礎力 ｷｬﾘｱｶﾞｲﾀﾞﾝｽ ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

断続的 × ×

2019年卒 社会人基礎力 ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅠ ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅡ

連続的



文京学院大学外国語学部紀要　第21号（2021）

— 42 —

し、授業あるいは、実習後にはその経験を多様な視点から振り返り、その省察で気づいたこと

を概念化し、どのような状況においても対応可能可とするため自分自身の言葉、感性で本質を

掴み持論化する。そして、経験で構築した持論を基に新しい場面で実践して失敗から学ぶこと

により、自分らしい経験値を成長させることをねらいとした。

本研究の事例対象であるA短大において経験学習を重視し、2019年卒生より図4の通りカリ

キュラム改善を実施した。改善前の2016年卒のキャリア教育配当は、1年前期に「社会人基礎

力」（必修）、1年後期に「キャリアガイダンス」（必修）、その仕上げとして1年春季に「インター

ンシップ」（選択）、2年次配当が皆無でありキャリア科目は断続的に配置されていた。本研究の

研究対象となる2019年卒生には、以上の科目に、1年夏季に「インターンシップⅠ」（必修）、2

年前期に「キャリアデザインⅡ」（必修）をキャリア科目として新設し間断のない連続的キャリ

ア教育を配置した。その理由として、「インターンシップⅠ・Ⅱ」は、従来の就職本番前のイン

ターンシップでは、学生が社会現場に不慣れなため失敗が伴う可能性が高く、挽回できる時間

が無い中で就職活動本番を迎える。また、職業選択をする意味で1つの業界、企業しか経験でき

ないためマッチングが叶わない場合、時間的に再チャレンジができない状況となる。夏に一度

経験していれば、失敗への改善、新たな挑戦へと繋がる時間的余裕が確保できる。授業で学ん

だ知識を産学連携により実践し、知恵とすることを試み夏と春の授業間に設定した。

図6　就職活動前の就職活動に対する気持ち 図7　就職活動前心配不安項目アンケート集計　

22--22.. AA 短短期期大大学学キキャャリリアア教教育育のの現現状状 

図 4 キャリア科目設置対象（筆者作成）

33--22.. 本本研研究究ののフフレレーームムワワーークク 

図 5 経験学習モデル：デービッド・コルブをもとに筆者作成

                    
図 6 就職活動前の気持ちアンケート集計 図 7 就職活動前心配不安項目アンケート集計    

１年前期 夏季集中 １年後期 春季集中 ２年前期

2016年卒 社会人基礎力 ｷｬﾘｱｶﾞｲﾀﾞﾝｽ ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

断続的 × ×

2019年卒 社会人基礎力 ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅠ ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ ｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝⅡ

連続的

「キャリアデザインⅡ」の新規設置は、2年前期は就職本番時期と重複する。研究対象とする

2019年卒の就職活動本番前となる1年次2月のアンケートでは、不安を抱える学生が74％を占

めていた（図6）。不安を抱える具体的要素として、図7の通り、自分の志望する進路（35票）、

志望動機の書き方（28票）、自己PRの書き方（25票）と続く。本科目が適時設定されているこ

とにより、就職活動進行中の不安要素の適時改善、就活は孤独な戦いとなりがちだが、履修者

全員で課題解決することにより精神的な安定を維持でき自信を持って就職活動に取り組むこと

が可能となる。また、キャリア教育は就職活動だけが目的ではない。卒業後の人生を考える機
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会提供となり、自身のキャリアデザインを深化させる貴重な機会となることがメリットとして

期待できる。

3-3. 仮説の設定　
本研究の目的である短大の就業力を高めるために、A短大のキャリア教育の改善、すなわち、

連続キャリア教育とするために、①必修「インターンシップ（2週間以上）1年夏季集中」と、②

就職活動時期（2年前期）の必修「キャリアデザインⅡ」を追加配置し連続的キャリア教育を整

備した。先行研究を踏まえ、今回の取組が有効であるか検証するために、評価指標として社会

人基礎力とCareer Action-Vision Test（以下，CAVTと表記）を用いた。廣川ら（2016）は、社会

人基礎力の3つの能力（①前に踏み出す力、②考え抜く力、③チームで働く力）は安定的で，頑

健な構造であり評価指標としての信頼性が示されたことを報告している。CAVTは、下村他

（2009）により開発され，キャリア意識の発達に関する効果測定を行う指標でありActionと

Visonの 2 つの側面で捉えている。Actionは，将来に向け、どのくらい積極的に行動をしてい

るかを測定する項目群であり、学外の活動やスキルの獲得、幅広い人脈構築など、様々な活動

を含んでいるとしている。また、Visonは将来に向けた展望や夢、やりたいことなどを、どのく

らい明確にしているか等、その達成に向けて準備しているかを測定する項目群であるとしてい

る。さらに、教育効果の結果としての就職内定率の進捗度合いについても10月1日にマイルス

トーンを置き、以下の仮説を設定した。

Ⅰ . 連続的キャリア教育の配当は、社会人基礎力を成長させる

Ⅱ . 連続的キャリア教育の配当は、キャリア発達を促す

Ⅲ . 連続的キャリア教育の配当は、短大生の内定獲得時期の早期化を実現できる

4．本研究の方法

4-1. 本研究の調査対象　
本研究の調査研究群は、関東所在のA短大の2017年入学生（2019年卒業生）78名とした。実

証研究として、図4の通りキャリア科目を入学当初から、就職活動本番時期である2年次前期ま

での連続的に配置し必修科目として受講した。対照群として、キャリア科目改善前の2016年卒

業生との内定獲得進捗の比較検証を行った（2017年卒、2018年卒は、一部コースにキャリア科

目改善を先行導入したため比較対象から除外した）。

4-2. 本研究の調査方法　
効果検証の定量的分析として、履修者の成長度合いを質問紙によるアセスメントテストとし

て、①社会人基礎力、②CAVTを1年前期キャリア科目「社会人基礎力」第1回授業（T1）と、2
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年後期キャリア科目「キャリアデザインⅡ」第15回授業（T2）において測定した。社会人基礎

力の尺度として12の能力要素に加え、授業目的が就職活動準備を内包することを踏まえ、基本

マナー 3要素を加味した（図8）。CAVT は、キャリア意識の発達に関する効果測定を行い，

「Action」と「Vision」の2下位尺度，12項目で構成されている。回答は，5件法（社会人基礎力：

「1.全く当てはまらない～ 5.よく当てはまる」，CAVT：「1.できていない～ 5.かなりできてい

る」）で求めた．得点が高いほど社会人基礎力，キャリア意識が高い傾向を示す。
44--22.. 本本研研究究のの調調査査方方法法

図 8 出典 経済産業省「社会人基礎力」を基に筆者作成

55--11.. 質質問問項項目目にによよるる結結果果とと考考察察  

図 9 A 短大 2019 年卒生社会人基礎力推移 図 10 A 短大 2019 年卒生 CAVT 推移

3つの能力 12の能力要素 概要

主体性 物事に進んで取り組む力

働きかけ力 他人に働きかけ巻き込む力

実行力 目的を設定し確実に行動する力

課題発見力 現状を分析し目的や課題を明らかにする力

計画力 課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する力

創造力 新しい価値を生み出す力

発信力 自分の意見をわかりやすく伝える力

傾聴力 相手の意見を丁寧に聴く力

柔軟性 意見の違いや立場の違いを理解する力

情況把握力 自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する力

規律性 社会とのルールや人との約束を守る力

ストレスコントロール力 ストレスの発生源に対応する力

服装と身だしなみ

言葉遣い

立ち居振る舞い・対応

前に踏み出す力

考え抜く力

チームで働く力

就職活動

社会人基礎力の能力と能力要素　

図8　出典　経済産業省「社会人基礎力」を基に筆者作成

さらに、連続的キャリア科目を履修した2019年卒の就職内定の進捗度合いを2016年卒生、文

部科学省の全国調査と比較した。また、以上の定量的検証に加え定性的に事象の要因を検証す

るために、就職活動本番前の1年次2月と最盛期の2年次6月にアンケート調査を質問紙にて実

施した。

5．結果と考察

5-1. 質問項目による結果と考察　
本研究では、キャリア教育の配当学年を就職活動本番時期である2年生前期まで連続的に配

置する改善実施により、社会人基礎力、キャリア発達の成長度合いの効果を検証するとともに、

その結果としての、就職活動における内定進捗状況との関係性について定量的に分析を行い、

キャリア教育の改善の有効性を明らかにすることを目的に検討した。

まず、社会人基礎力（図9）については、12の能力要素、基本マナーすべての項目において顕

著な成長が見られた。特に苦手意識としていた「発信力」、「ストレスコントロール力」に関し
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ては、授業運営において苦手意識を克服するため、グループワークを多用しコミュニケーショ

ンをとることを習慣化した。この反復学習により、やればできるという自己効力感の醸成に繋

がったのではないだろうか。

CAVTに関しても、Vision、Actionとも安定的な成長が確認できた。図10のプロットシート

では、T1では4つのゾーンのほぼ中央点に位置していたが、T2ではVision得点、Action得点と

も高いAゾーンへと右肩上がりに推移した。Aゾーンの意味するところは「現在のところ、

キャリア形成に向けて積極的に活動しており、将来に対する展望も明確であると言える。この

ままの状態を維持すれば、将来の就職やキャリア形成もうまくいくことが予想される」と解釈

されている。1年前期に教室で学んだ「社会人基礎力」の理論学修を、学びの記憶を途絶えるこ

となく、そのまま夏期に「インターンシップⅠ」で実践することにより省察し、自身のキャリア

の具体的な未来像を描く力が芽生えたのではないだろうか。後期には、「キャリアデザインⅠ」

図9　A短大2019年卒生社会人基礎力推移 図10　A短大2019年卒生CAVT推移

44--22.. 本本研研究究のの調調査査方方法法

図 8 出典 経済産業省「社会人基礎力」を基に筆者作成
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図 9 A 短大 2019 年卒生社会人基礎力推移 図 10 A 短大 2019 年卒生 CAVT 推移

3つの能力 12の能力要素 概要

主体性 物事に進んで取り組む力

働きかけ力 他人に働きかけ巻き込む力

実行力 目的を設定し確実に行動する力

課題発見力 現状を分析し目的や課題を明らかにする力

計画力 課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する力

創造力 新しい価値を生み出す力

発信力 自分の意見をわかりやすく伝える力

傾聴力 相手の意見を丁寧に聴く力

柔軟性 意見の違いや立場の違いを理解する力

情況把握力 自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する力

規律性 社会とのルールや人との約束を守る力
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図11　 Vision（左）Action（右）　CAVT　A短大2019年卒T1、T2推移比較 n=71図 11 Vision（左）Action（右） CAVT A 短大 2019 年卒 T1、T21 推移比較

キャリア意識の発達に関する効果測定テスト（Career Action-Vision Test：CAVT） n=71

55--22.. 内内定定獲獲得得進進捗捗のの結結果果とと考考察察 

図 12 A 短大 2016 年卒内定進捗状況（キャリア教育改善前）n=80
図 13 A 短大 2019 年卒内定進捗状況（キャリア教育改善）n=71   
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において、お互いにインターンシップ経験を報告することにより概念化を図り、自己理解、社

会理解等の具体的な就職活動の準備を進めた。さらに、仕上げとして1年後期修了後、春のイン

ターンシップに自身の将来への仮説をもって試行に取り組んだ。2年前期には、「キャリアデザ

インⅡ」により、就職活動での悩みをタイムリーに問題解決を受講者全員で共有し、チームと

して取組み解決する経験値を高めることが可能となった。就職活動のイメージを顕在化し、リ

アルな実践行動へと速やかに移すことができたのではないだろうか。連続的キャリア教育は、

ビジョンとアクションの反復学習といえる。

5-2. 内定獲得進捗の結果と考察
社会人基礎力、CAVTの確実な成長は、内定獲得時期の早期化にも相関があるのであろうか。

内定の蓄積情況としてベンチマークとした10月1日時点でのA短大の内定率は、2016卒のキャ

リア科目改善前は53％であった（図12）。本研究の連続的なキャリア教育の配置をした対象学

年の内定率は、82％となり55％の伸び率となった。文部科学省の全国調査の同時期の内定率

は、33.2％（2016年卒）に対して42.8％（2019年卒）と29％増であった。よって、上昇率は遥か

に上回る結果となった。それでは、4年制大学平均との比較はどうであろうか。2016卒が66.5％

であり、2019年卒が77.0％と16％の上昇であった。よって、上昇率、実質的な内定率において

も大学平均を上回る数値を記録し内定進捗率の早期化に貢献する結果となった。

その要因をアンケート調査から推量すると、1年次2月の就職活動本番前のアンケートでは、

就職活動へ臨む今の気持ちを問うと「とても不安」33％、「やや不安」24％。「不安」17％と続く。

実に74％が不安を感じていた。就職活動の経験値が増えた2年次6月には、「やる気あり」30％、

「やや不安」24％、「不安」14％と順位が変動した。前向きな姿勢へと変化してきている。

2月時点では、「やる気がある」がわずか10％であったが6月時点では、30％へと増加した。こ

れは、就職活動の経験値が自身の気持ちに浸透する影響もあるが、就職活動中はキャリア科目

を通して、お互いの情報交換、悩みどころの共有、課題を解決する取り組みの結果が影響した

と考える。

図 11 Vision（左）Action（右） CAVT A 短大 2019 年卒 T1、T21 推移比較

キャリア意識の発達に関する効果測定テスト（Career Action-Vision Test：CAVT） n=71
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図12　A短大2016年卒内定進捗状況
（キャリア教育改善前）n=80

図13　A短大2019年卒内定進捗状況
（キャリア教育改善）n=71
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図14　 A短大年度別内定率比較2016年卒～ 2019年卒内定進捗状況変遷
出典　A短大キャリアサポート室データを元に筆者作成図 14 A 短大年度別内定率比較 2016 年卒～2019 年卒内定進捗状況変遷

出典 A 短大キャリアサポート室データを元に筆者作成

表 2 内定率大学・短大・A 短大変遷表（筆者作成）   

出典 文部科学省大学等卒業予定者の就職内定状況調査及び筆者調査

2016年卒 2017年卒 2018年卒 2019年卒

全国大学平均10月1日 67% 71% 75% 77%

全国短大平均10月1日 33% 42% 39% 43%

A短期大学平均10月1日 53% 53% 59% 82%

全国大学平均4月1日 97% 98% 98% 98%

全国短大平均4月1日 97% 97% 99% 99%

A短期大学平均4月1日 96% 99% 100% 99%
求人総数および民間企業就職希望者数・求人倍率 1.73 1.74 1.78 1.88
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全国大学平均10月1日 67% 71% 75% 77%
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A短期大学平均10月1日 53% 53% 59% 82%

全国大学平均4月1日 97% 98% 98% 98%
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求人総数および民間企業就職希望者数・求人倍率 1.73 1.74 1.78 1.88

表2　内定率大学・短大・A短大変遷表（筆者作成）

出典　A短大キャリアサポート室データを元に筆写作成

また、就職活動に心配なこと不明点は、2月時点で「自分の希望する進路」35票、「志望動機の

書き方」28票、「自己PRの書き方」25票と基本要素が上位を占めた。6月には、「グループ・個人

面接」（16票）、志望動機の書き方（13票）、お礼状の書き方（同）と不明点は軽減し、内容も就

職活動終盤の内容へと変化した。さらに、同時期の就職活動の満足度を問うと80点34％、100

点23％と6割弱が高い評価を示す。2年次前期に新設した「キャリアデザインⅡ」の必要性を問

うと、93％がその必要と回答した。以上のことから、連続的キャリア教育は、定量的にも定性的
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にも良好な結果が得られた。

図15 就活本番の気持ちアンケート集計
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図 17 就活本番 6 月の就職活動の満足度  図 18 キャリアデザインⅡの必要性（6 月）5-3. 仮説の検証と今後の課題　

今回の予備的実証研究は、キャリア教育の改善により、連続的なキャリア教育の受講による

効果を社会人基礎力とキャリア発達の成長度合いを質問紙にて調査した。また、その成果とし

て、内定獲得時期を前倒しできると目標設定した。その結果、内定獲得の早期化を実現するこ

とができた。よって、本研究で設定した以下の3つの仮説の可能性を高めることが示唆された。

Ⅰ . 連続的キャリア教育の配当は、社会人基礎力を成長させる

Ⅱ . 連続的キャリア教育の配当は、キャリア発達を促す

Ⅲ . 連続的キャリア教育の配当は、短大生の内定獲得時期の早期化を実現できる
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しかしながら、本研究により、A短大の2019年卒の1学年では実証できたものの71名（就職

希望者のみ対象）とサンプル数は少なくデータの代表性に課題が残る。継続的な測定が必要で

あるとともに、他短大との連携を図り、その汎用性を探る実証研究を広げる必要がある。また、

質問紙による社会人基礎力は基準値の説明を記載しているものの主観的な自己評価となってい

ることは否めない。より客観的な指標を検討する必要がある。
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